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3 2 1

満たしている
３

　概ね満たしている
２

　満たしていない
１

教育理念・
目的・目標

１　教育理念、目的
及び目標の設定等

教育理念等を踏まえ、当該専門学校としての目的及び目
標を明確に設定し、養成する人材像を明確にしているか 7 5 0

（２）今後の改善方策

教育理念、目的及び目標について、今年度においても新入社員が入社したこともあり、教育基本法、学則等による目指すべき
人材育成を職員会議や学科会議、校内研修等を通じて、教職員間での共通理解をさらに深めていく。特に、教育理念を日々の
授業、資格指導、就職支援、生活指導と結びつけ、学生の実態に応じた指導として具体化していくことが必要である。
また、学生に対して、学期ごとや年度途中にも学則や教育方針を確認する機会を設け、学生への意識付けを継続する。保護者
に対しても、入学前の説明に留まらず、成績通知書を通じて授業内容、検定試験、学習状況等を分かりやすく伝え、学校の教
育方針への理解を深める。その一環として電話での挨拶や必要に応じての面談は信頼関係を構築する上で一定の成果を上げて
いるため今年度おいても継続する予定である。
クラス運営や行事、面談の中で学生が小さな役割を持ち、学校の一員として必要とされていることを実感できる場面を増や
す。学生が安心感を持ちながら、自立に向けて段階的に成長できる支援を進めていく。その際、学生に一方的に説明するので
はなく、面談や振り返りを通じて理解度を確認し、学生自身が学校生活の目標として受け止められるよう工夫していきたい。

大項目 評価の基準
自己点検評価結果

（１）評価結果の分析

本項目については、12件の評価のうち「満たしている」が7件、「概ね満たしている」が5件であり、「満たしていない」は0件
であった。この結果から、本校の教育理念、目的及び目標は概ね適切に設定され、教職員間でも一定の理解が図られていると
考えられる。
一方で、教職員によって理念や目標の捉え方、学生への伝え方に温度差があることや、学生に対する学校方針・ルールの浸透
に差が見られる点は課題である。また、近年は人間関係や不安を抱えやすい学生も増えており、精神的・経済的な独立を目指
すうえでも、単に自立を求めるだけでなく、安心して登校し、困ったときに支援を求められる環境づくりが重要である。教育
理念を学生の実態に合わせて具体的な指導へ落とし込み、学校生活の中で継続的に実感させていく必要がある。
今後は、理念を掲げるだけでなく、学生指導の場面でどのように行動へ結び付けるかを明確にし、教職員が同じ方向性で支援
できているかを点検する必要がある。

小項目



自己点検・自己評価総括表

3 2 1

満たしている
３

　概ね満たしている
２

　満たしていない
１

１．学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するた
めに必要な教育課程編成・実施方針を作成した上で、教
育課程を体系的に編成し、系統性・段階性に配慮した授
業科目を配置しているか

8 4 0

２．外国人留学生に対して、日本国内に就職する際に必
要となる日本社会の理解の促進に資する授業科目を300
時間以上開設しているか 【注）外国人留学生キャリア形成
促進プログラム】

0 0 0

１．授業科目内容に応じ、講義、演習、実験、実習又は実
技など、適切な授業形態で教育が実施され、かつ、適切
な教材が用いられるとともに、成績評価基準に基づき成績
評価を行っているか

9 3 0

２．企業等と連携した、実習、実技、実験又は演習等（以
下 「実習・演習等」という）の授業を行っているか教育 目
標の達成に必要な企業等と連携した実習・演習等の単位
時間または単位数の総授業時数に占める割合を具体的
に設定しているか【注）職業実践専門課程】

9 3 0

3 単位・卒業認定

学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために
必 要な卒業認定方針（資格・免許等を含む修得させる職
業能 力を含む）を学科・コースごとに定め、当該方針に基
づき卒業の認定をしているか

9 3 0

１．卒業認定方針を踏まえ、学科・コースごとに職業能力
を含む資質能力の修得（資格・免許等の取得や知識・技
術・技能の修得含む。）についての目標を定め、その目標
が達成できているか

5 7 0

２．学生が望む進路の実現に関する目標を定め、その目
標が達成できているか 5 7 0

大項目 評価の基準
自己点検評価

１　教育課程の編
成と授業科目

（１）評価結果の分析

本項目については、多くの評価基準で「満たしている」が8件から9件、「概ね満たしている」が3件から4件であり、「満たし
ていない」は0件であった。
教育課程の編成、授業の実施、成績評価、単位・卒業認定については、今年度より単位制への移行したこともあり、学則やシ
ラバスに示された内容を学生が十分に理解し、日々の学習や単位修得や進級卒業認定について丁寧に説明する必要があるとの
意見が上がっている。
企業等と連携した実践的な教育活動も一定の評価を得ており、情報処理科では地域企業と連携したシステム開発等の取組が進
められている。医療事務科におけるインターシップは外部講師による事前研修も含め病院等との企業連携が進められている。
一方で、学修成果目標や進路目標については「概ね満たしている」が多く、資格取得や就職率だけでなく、内定先の質、職業
理解の深まり、学生が納得して進路を選択できたかという観点も重要である。社会の変化が速い中で、教育課程が実務で求め
られる力に十分対応しているかを継続的に検証する必要がある。

（２）今後の改善方策

今後は、教育課程や授業科目の配置が、学校の目的・目標及び養成する人材像とより明確につながるよう、学科・コースごと
に点検を継続する。特に、単位制への移行に伴い、シラバス、成績評価、卒業認定方針について学生が理解しやすい説明を行
う必要がある。授業では、知識の理解だけでなく、各職種で必要となる実務的・実践的な力を身につけられるよう、演習や課
題解決型学習を充実させる。
また、教職員が企業から業界動向や仕事の実態を学ぶ機会を設け、学生へ早い段階から多様な進路選択肢を示していく。資格
取得状況、学習状況、就職活動の進捗を把握し、必要に応じて補習、面談、学習計画の見直しを行うことで、学生一人ひとり
の成果につながる個別支援を強化する。加えて、企業連携や実習で得た学びを授業内で振り返る機会を設け、学生が自らの成
長や課題を把握できるようにすることで、学修成果の可視化を進める。
また、昨年度に卒業年次を対象に「就職時のギャップ」についての研修を外部講師を招いて実施をした。若年層の早期の退職
が増加する昨今において、成果を期待したいとことろであり、今年度も継続を研修を予定している。

小項目

教育課程、
教育の実
施、
学修成果

2 教育の実施

4 学修成果目標の
達成状況



自己点検・自己評価総括表

3 2 1

満たしている
３

　概ね満たしている
２

　満たしていない
１

１．入学者の受け入れ方針、入学選考基準、方法を定め、
入学希望者に明示し、入学者の選考を公正に行い、合否
を決定しているか

9 3 0

２．学生の受入れは、入学定員に基づき適正に行ってい
るか
 【注)修学支援新制度機関要件の確認】 【注）外国人留学
生キャリア形成促進プログラム】

10 2 0

2 自主的な学習の
促進に対する支援

学生の学力や学習状況を把握し、入学前教育や補習授
業を 行うなど学習支援に取組んでいるか学生の円滑な学
習 に向け、シラバスの活用による学習成果の向上や自主
的な 学習に関する適切な支援を行っているか

8 4 0

１．適切な体制を構築し、障がいのある学生、海外からの
留学生、社会人経験者など、多様な学生に対する支援を
行っているか

9 3 0

２．特に海外からの留学生について適正な在籍管理、進
路 (就職)指導を行うとともに、日本人学生との交流の機会
が確保されているか 【注）外国人留学生キャリア形成促進
プログラム】

0 0 0

１．カウンセラーの配置、相談室の設置など、学生の相談
に対応するための環境整備を行い、適切に運営している
か

7 5 0

２．留年者、退学希望者など学習の継続に困難な問題を
抱える学生に対し適切な対応を行っているか 10 2 0

３．学校保健安全法に基づく学校保健計画を策定し、学生
の心身の健康管理体制を整備し、適切に運用しているか 8 4 0

４．学生の経済的側面に対する支援体制を整備し、適切
に周知、運用しているか 9 3 0

５．学生のキャリア支援、就職支援に対する支援体制を整
備し、適切に周知、運用しているか 9 3 0

小項目大項目 評価の基準
自己点検評価

（１）評価結果の分析

本項目については、多くの評価基準で「満たしている」が8件から10件、「概ね満たしている」が2件から4件であり、「満たし
ていない」は0件であった。
学生募集、入学者選抜、定員管理、学習支援、学生生活支援については、概ね適切に運用されていると考えられる。学生募集
については、前年と比較しかなり減少したため新規の企画による学校説明会、イベントへの参加社数を増加させる必要があ
る。
また、学生一人ひとりの基礎学力や家庭環境、発達特性、不安の抱え方には差があり、入学前の面談だけでは十分に把握しき
れない面がある。また、相談窓口の認知が十分でないことや、担任が相談対応を担う場面が多いことから、相談体制の周知
と、教職員全体で学生を支える仕組みづくりが課題である。学習の遅れや欠席、進路不安が大きくなる前に、早期に兆候を把
握し対応する体制が求められる。特に、欠席や課題未提出など表面化しやすい情報だけでなく、学生が抱える不安や人間関係
の悩みを把握するには、日常的な声かけと信頼関係づくりが重要である。

（２）今後の改善方策

学生募集については、高校訪問時、高校内ガイダンスを中心に活動をお行う。特に学習内容や授業により達成できる目標を明
確にし、専門学校が担う即戦力として魅力を伝えていく。それらの話すべき内容について研修を実施する。
学生指導におおていは、入学前教育や基礎学力の確認を通じて、学生の習熟度や不安を早期に把握し、必要に応じた補習や個
別指導につなげていく。入学後も早期面談や定期的なフォローを行い、学習面、生活面、進路面の変化を教職員間で共有す
る。相談体制については、学生が悩みを抱え込まないよう、相談窓口や支援制度を分かりやすく周知し、必要に応じてカウン
セラー等の外部支援も活用する。多様な背景を持つ学生に対しては、担任だけに負担が集中しないよう、教務、就職担当、関
係教職員が連携して対応する。また、出席状況や課題提出、日々の様子を手がかりに早期支援へつなげ、学生が安心して学び
続け、希望する進路を実現できる支援体制を整えていく。さらに、保護者との連携も必要に応じて行い、学校だけで抱え込ま
ない支援体制をつくることで、退学や長期欠席の未然防止につなげていく。対応記録も適切に残し、継続支援に生かす。
入学前より問題を抱え、精神的に登校ができない学生に対して講義動画による学習機会の確保や通信制コースの設置について
検討を進めていく。

1 学生募集及び入
学者の選抜、収容
定員 の管理

3 多様な学生に対
する支援

4 学生生活に関す
る支援

学生の受入
れ、
学生支援



自己点検・自己評価総括表

3 2 1

満たしている
３

　概ね満たしている
２

　満たしていない
１

１．教育課程を実施するのに必要な、資格・要件を備えた
教員を確保するために基準等（教員の採用基準等）を整
備し、適正に運用しているか

6 6 0

２．教員の常勤・非常勤、年齢構成等、また教員一人当た
りの授業時数等を把握しているかまた、教員の専門性、
教授力を把握、評価しているか

9 3 0

１．学校の目的に応じた分野の区分ごとに必要な教員組
織を整備し、業務分担、責任体制を規程等で定めている
か

7 5 0

２．教員間で連携、協力体制を構築しているか 8 4 0

１．学校の教育活動の改善、工夫を行う FD(Faculty
Development)などの取組や、教員の研究活動、自己啓発
等への支援を行っているか

9 3 0

１-２． 特に職業実践専門課程においては、企業等と連携
して組織的に行っているか【注）職業実践専門課程】 11 1 0

２．教員の授業及び指導力等を修得・向上するための研
修 を企業等と連携して、組織的に行っているか【注）職業
実践専門課程】

8 4 0

大項目 評価の基準
自己点検評価

（１）評価結果の分析

教育実施組織・教員に関する自己点検評価では、教員の配置や採用、教員組織の編制、資質向上に関して、多くの項目で「満
たしている」「概ね満たしている」との評価が得られており、教育課程を安定的に実施するための体制は概ね整備されてい
る。
特に、資格・要件を備えた教員の確保や採用基準の整備、教員の授業担当状況や専門性の把握については適切に行われてお
り、教育の質を担保する基盤が確立されている点は評価できる。また、教員間の連携・協力体制や、企業等と連携した研修・
FD活動も一定程度実施されている。一方で、教員組織の業務分担や責任体制の明確化、FD活動の体系性については「概ね満た
している」にとどまる項目が多く、組織的・継続的な取組としては、さらなる充実が求められる状況が明らかとなっている。

（２）今後の改善方策

今後は、教育課程を安定して実施できるよう、学科・コースの授業内容、学生数、資格指導、就職支援等を踏まえ、必要な教
員配置を継続的に点検する。教員採用については、必要な資格・経験・能力を整理し、採用基準や評価方法を明確にすること
で、安定的かつ組織的な人材確保につなげる。また、採用ルートの多様化や広報活動の工夫も検討する。
教員の資質向上については、FD研修や前述した企業、自治体と連携した共同開発、病院のインターンシップ時における打合
せ、教育課程編成委員会の意見を通じて、業界の変化を授業に反映できる力を高める。あわせて、教員間で授業運営や学生対
応の情報を共有し、教材や指導方法を蓄積することで、個人に負担が偏らない組織的な指導体制を整える。さらに、若手教員
や経験の浅い教員が孤立しないよう、授業見学、教材共有、相談しやすい体制を整え、学校全体で教員を育成する文化をつ
くっていく。研修内容については受講後に共有し、個々の学びを学校全体の授業改善へ広げていく。
また、外部からの研修については、個人情報保護法、著作権保護法等の学校運営で必要な法律を学ぶ機会を設けている。さら
に、学生の性格の読み取りや対処方法についても研修を行っているため、それらを日々の学生指導において発揮するい。

小項目

1 教員の配置、 募
集、採用

2 教員の組織 編制
等

3 教員の資質 の向
上

教育実施組
織・教員



自己点検・自己評価総括表

3 2 1

満たしている
３

　概ね満たしている
２

　満たしていない
１

１．教育上の必要性に対応できる施設・設備、機械器具等
を備えているか 11 1 0

２．学生の学習支援のための施設(自習室等)を整備して
いるかまた、学生の休憩、食事のためのスペースを確保し
ているか

10 2 0

３．図書室を設置し、専攻分野の教育に必要な専門書及
び参考図書を配架し、必要に応じて学生が閲覧できるよう
にしているか

4 7 1

１．学校保健安全法に基づく学校安全計画を策定し、学校
における安全対策を適切に行っているか 7 5 0

２．火災の発生や防災に関する組織体制を整備し、適切
に運営しているか 6 6 0

１．施設・設備等の日常点検、定期点検、補修等を適切に
行っているか 9 3 0

２．施設の改築・改修、設備の更新等の計画を定め、適切
に実施しているか 9 3 0

大項目 評価の基準
自己点検評価

（１）評価結果の分析

本項目については、施設・設備や自習・休憩スペースの整備について「満たしている」が10件から11件と高く、教育活動に必要な環境は概
ね整備されていると考えられる。PC等の設備についても充実してきているが、時折不具合が発生することがあり、継続的な点検と更新が必
要である。一方で、図書室や専門書・参考図書の整備については、「満たしている」が4件、「概ね満たしている」が7件、「満たしていない」が
1件であり、他項目と比べて課題が見られる。また、防災面では、避難訓練や災害時の行動手順、集合方法、連絡方法の周知について改
善の余地がある。学生が日常的に安心して学び、非常時にも落ち着いて行動できる環境整備が求められる。特に、学習環境は授業時間内
だけでなく、放課後の自習や休憩時間の過ごし方にも影響するため、学生の利用実態を踏まえた改善が必要である。休憩スペースの使い
方についても継続的な確認が求められる。

（２）今後の改善方策

今後は、教育上必要な施設・設備について、授業内容や学科・コースの特性を踏まえ、継続的に点検・更新を行う。PC等の機器について
は、定期的なアップデートや不具合確認を行い、授業に支障が出ない環境を維持する。図書室については、既存スペースの活用や電子書
籍・オンライン資料の導入も含め、学生が専門書や参考資料にアクセスしやすい環境づくりを検討する。
自習・休憩スペースについても、利用ルールを整理し、学生と附帯教育利用者が互いに過ごしやすい環境を整える。防災面では、避難訓
練を年間行事に組み込み、避難経路、集合場所、連絡方法を教職員・学生に定期的に周知し、日頃から安全意識を高めていく。また、施設
や設備の改善については、学生や教職員からの意見を把握し、優先順位を付けながら計画的に進めることで、より実効性のある環境整備
につなげる。改善状況を定期的に確認し、必要に応じて運用方法も見直していく。
また、開校12年目を迎え老朽化による修繕が増えつつあるため、学校運営に支障をきたさないように定期点検に力を入れていきたい。

小項目

1 教育環境の整備

2 安全対策、防災
組織

3 施設・設備等の
点検、改善等

教育環境



自己点検・自己評価総括表

3 2 1

満たしている
３

　概ね満たしている
２

　満たしていない
１

１．当該専修学校が策定している中長期的計画に、教育
目的、教育目標の実現に向けた具体的な内容が位置付
けられているか

7 5 0

２．当該専修学校の教育活動を安定して遂行するために
必要かつ十分な財務基盤を確立しているか 9 3 0

2 学校運営
学校運営の組織体制を整備し、適切な運営が行われてい
るか（職業教育に関するマネジメント（教育の企画・設計・
運営等）における責任体制を含む。）。

9 3 0

１．学校関係者評価委員会、教育課程編成委員会等外部
からの意見を反映するなど、関連企業等団体、地域社会
等からの意見を当該専修学校の運営やその改善・向上に
おいて活用しているか

8 4 0

１-２． 特に職業実践専門課程においては、教育課程編成
委員会を年２回以上開催しているか【注）職業実践専門課
程】

10 2 0

２．学校評価を実施し結果及び改善状況についての情報
を公表しているか 8 4 0

３．学校評価の結果に基づく改善への取組を組織的かつ
継続的に行っているか 8 4 0

１．当該専修学校の教育活動、学修成果、学校運営等の
状況に関する情報を積極的に公表しているか 10 2 0

２．教育目的・目標の達成状況や活動状況について関連
する教育機関、産業界等をはじめ、社会全体からの理解
を得るよう取組んでいるか

8 4 0

大項目 評価の基準
自己点検評価

（１）評価結果の分析

本項目については、各評価基準において「満たしている」が7件から10件、「概ね満たしている」が2件から5件であり、「満たしていない」は0
件であった。中期的な事業計画、財務基盤、学校運営体制、学校評価の実施、情報公表については、概ね適切に取り組まれていると考え
られる。教育課程編成委員会の開催や外部意見の活用についても一定の評価が得られている。一方で、企業や地域との連携は進んでい
るものの、その成果や学生の取組が外部へ十分に伝わっていない面がある。学校案内やガイダンスで情報発信は行っているが、認知度向
上にはさらに工夫が必要である。学校評価の結果を改善活動へつなげる過程についても、より分かりやすく整理していく必要がある。特
に、外部からの評価や意見を受けた後、その内容がどのように改善につながったのかを教職員間で共有し、次年度の取組へ反映すること
が重要である。改善の成果を見える形にすることも課題である。

（２）今後の改善方策

今後は、中期的な事業計画と教育目的・教育目標との関連をより明確にし、各学科・コースの教育活動、学生支援、就職支援が学校全体
の方針に基づいて進められるよう整理する。学校関係者評価委員会や教育課程編成委員会等で得られた意見については、教育課程、授
業改善、学生支援、地域連携に具体的に反映させる。学校評価については、結果を公表するだけでなく、改善事項と進捗状況を確認し、継
続的な改善につなげる。情報発信については、ホームページ、学校案内、オープンキャンパスに加え、SNS等も活用し、企業連携授業、学
生の制作物、資格取得や就職実績などを分かりやすく発信していく。地域や企業からの理解を高め、教育活動への信頼につなげていく。あ
わせて、発信内容が一方的な広報にとどまらないよう、学生の成長過程や地域・企業と連携した学びの意義を具体的に伝え、学校への理
解を深めていく。その積み重ねにより、地域に選ばれる学校づくりを進めていく。

小項目

1 中期事業計画と
財務基盤

3 学校評価の実施
と改善活動

4 社会からの理解
と情報の公表

教育活動の
基盤と改善・
向上の取組


